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１．統一的な基準について

(1) はじめに
平成27年1月23日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（総務大臣通達）により、すべての地方公共団体は、固定資産台帳の整備と複式簿記による発生主義会計を導入した財務書類の作成をすることとなりました。
大間町では、かねてより「総務省方式改訂モデル」で財務書類を作成していましたが、平成28年度決算から統一的な基準による財務書類を作成することとしました。

(2) 財務書類作成の基本的前提
1 財務書類の作成基礎
貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は平成27年1月23日に総務省より公表され、令和元年8月に改訂された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により作成しています。
2 対象会計範囲
対象となる会計及び連結団体は下記のとおりです。
[image: ]
3 対象年度
対象年度は令和６年度とし、令和7年3月31日を基準日としています。
4 表示単位
金額は百万円単位（又は千円単位）で表示しています。表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。また、単位未満の計数があるときは「0」を表示し、計数がないときは「-」を表示しています。


(3) 財務書類の体系
[image: ]
・貸借対照表とは、年度末時点における資産・負債の金額を表示したもので、財政状態を明らかにしています。
・現金預金は、資金収支計算書の年度末残高と一致します。
・純資産は、純資産変動計算書の本年度末残高と一致します。








・行政コスト計算書とは、会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもので、企業会計の損益計算書に相当します。
・純行政コストは、純資産変動計算書の中にも表れます。






・純資産変動計算書は、会計期間中の純資産の変動を表示したものです。
・本年度末残高は、貸借対照表の純資産残高と一致します。





・資金収支計算書は、一会計期間中の現金の受払いを3つの活動区分で表示したもので、どのような要因で現金預金が増減したのかを明らかにしています。
・本年度末残高は、貸借対照表の現金預金と一致します。













２．一般会計等財務書類

(1) 貸借対照表
1 概要
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令和6年度決算では、資産合計が12,656百万円、負債合計が5,273百万円、純資産合計が7,384百万円となりました。
資産の部について、固定資産が11,825百万円となり、このうち土地や建物等で構成される有形固定資産が8,931百万円で大半を占めています。また、公営企業や一般企業等に対する出資金・出捐金、有価証券並びに基金等から構成される投資その他の資産が2,841百万円となりました。
流動資産は832百万円で、現金預金、財政調整基金・減債基金、未収金等で構成されています。
負債の部では、借入金である地方債合計（地方債と1年内償還予定地方債）が3,874百万円となり、これらは将来返済していく必要があります。また、退職手当引当金と賞与等引当金は、職員に対して将来見込まれる費用を現時点で見積もったもので、それぞれ456百万円、40百万円となりました。


2 有形固定資産
貸借対照表の資産の中で最も金額が大きく、かつ、自治体の政策方針が反映されやすいのが有形固定資産です。以下に科目別の内訳を表示します。
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有形固定資産は、事業用資産、インフラ資産及び物品の3つに区分されます。
事業用資産とは、庁舎、小中学校、公民館、観光施設等のことをいい、インフラ資産とは、橋梁、道路、公園等のことをいいます。
[image: ]
科目別の内訳をみると、事業用資産の建物、工作物等が6,781百万円と最も大きくなりました。インフラ資産の土地が少ないのは、開始時評価において1円で計上しているためです。

3 経年比較
貸借対照表の経年比較を下記に表示します。
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資産の部では、有形固定資産が262百万円の減少、現金預金が81百万円の減少となりました。その結果、資産合計では162百万円の減少となりました。
負債の部では、1年内償還予定地方債を含めた地方債の合計が256百万円の減少となりました。その結果、負債合計では322百万円の減少となりました。
純資産の部では、純資産合計が160百万円の増加となりました。


4 経年比較（有形固定資産）
貸借対照表の資産の部の大半をしめる有形固定資産について、経年比較を下記に表示します。
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増減の内訳のうち、新規取得等をみると、金額の大きい方から、事業用資産の建物が196百万円、物品が22百万円となりました。
事業用資産の建物が最も大きいのは、町営住宅根田内団地1号棟及び2号棟の建築や、小・中学校のエアコン工事、大間高等学校全国募集用住宅の取得（再調達価額を計上）などがあったためで、次に大きい物品は、繁殖育成センター用トラックの購入などがあったためです。
減少項目である減価償却をみると、金額の大きい方から、事業用資産の建物が332百万円、インフラ資産の工作物が94百万円、事業用の工作物が29百万円、物品が24百万円となりました。


5 住民一人あたり
貸借対照表では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目の金額を住民一人あたりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住民が実感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。
貸借対照表の各項目を住民基本台帳（令和7年1月1日現在）の人口4,649人で除したものを下記に表示します。
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住民一人あたりの資産合計は272万2千円、負債合計は113万4千円、純資産合計は158万8千円となりました。


(2) 行政コスト計算書
1 概要
[image: ]

令和6年度決算では、経常費用が4,268百万円、経常収益が277百万円、純経常行政コストが3,991百万円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コストは3,982百万円となりました。
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経常費用の内訳をみると、経常費用総額4,268百万円のうち、最も金額が大きいのは物件費等で1,776百万円、次いで補助金等が1,281百万円、人件費が647百万円となりました。


2 経年比較
行政コスト計算書の経年比較を下記に表示します。
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経常費用は1,243百万円減少しています。その中でも最も大きいのは、移転費用の補助金等で1,207百万円減少しています。経常収益は135百万円減少しています。その結果、純行政コストは前年度より1,113百万円減少しました。



3 住民一人あたり
行政コスト計算書では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目の金額を住民一人あたりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住民が実感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。
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住民一人あたりの経常費用は91万8千円、経常収益は6万円、純経常行政コストは85万8千円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コスト85万7千円となりました。


(3) 純資産変動計算書
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令和6年度決算では、純行政コストが△3,982百万円、税収等が2,929百万円、国県等補助金が1,175百万円、本年度純資産変動額が160百万円となった結果、本年度末純資産残高が7,384百万円となりました。
固定資産等の変動（内部変動）の内訳では、有形固定資産の新規取得等に伴う内部変動として有形固定資産等の増加が183百万円、有形固定資産の除却や減価償却等の減少に伴う内部変動として有形固定資産等の減少が504百万円となりました。


(4) 資金収支計算書
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令和6年度決算では、業務活動収支が612百万円、投資活動収支が△315百万円、財務活動収支が△379百万円となり、本年度資金収支額は△81百万円となりました。その結果、本年度末資金残高は179百万円となり、歳計外現金の計上がないため、本年度末現金預金残高も、179百万円となりました。


３．全体会計及び連結会計財務書類

(1) 貸借対照表
1 概要
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貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計等が12,656百万円、全体会計が17,441百万円、連結会計が20,926百万円となりました。特に、有形固定資産をみると、全体会計が13,357百万円で一般会計等の8,931百万円と比べて4,426百万円大きくなっています。これは、全体会計では下水道事業会計（2,802百万円）、水道事業会計（1,612百万円）で多額の有形固定資産を有しているためです。
負債合計では、一般会計等が5,273百万円、全体会計が9,345百万円、連結会計が10,900百万円となりました。特に、地方債等合計（地方債等及び1年内償還予定地方債等）をみると、全体会計が5,793百万円で一般会計等の3,874百万円と比べて1,919百万円大きくなっています。これは、全体会計では下水道事業会計（1,176百万円）及び水道事業会計（744百万円）で地方債等を有しているためです。


2 住民一人あたり
[image: ]

住民一人あたりの貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計等が272万2千円、全体会計が375万2千円、連結会計が450万1千円となりました。
負債合計では、一般会計等が113万4千円、全体会計が201万円、連結会計が234万5千円となり、純資産合計では、一般会計等が158万8千円、全体会計が174万1千円、連結会計が215万7千円となりました。


(2) 行政コスト計算書
1 概要
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行政コスト計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一般会計等が4,268百万円、全体会計が5,787百万円、連結会計が7,866百万円となりました。
特に、移転費用をみると、全体会計では国民健康保険特別会計（794百万円）、介護保険特別会計（566百万円）で多額の費用を計上しているため、経常費用は一般会計等に比べて1,076百万円大きくなっています。
全体会計（単純合計）より全体会計は少なくなりますが、それは一般会計からの繰出金を相殺して全体会計を表示しているためです。
経常収益では、一般会計等が277百万円、全体会計が431百万円、連結会計が1,375百万円となっています。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、水道事業会計（116百万円）及び下水道事業特別会計（21百万円）などで多額の収益が計上されているため、一般会計等に比べて154百万円大きくなっています。
純行政コストでは、一般会計等が3,982百万円、全体会計が5,348百万円、連結会計が6,486百万円となりました。


2 住民一人あたり
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住民一人あたりの行政コスト計算書を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一般会計等が91万8千円、全体会計が124万5千円、連結会計が169万2千円となり、経常収益では、一般会計等が6万円、全体会計が9万3千円、連結会計が29万6千円となりました。
純行政コストでは、一般会計等が85万7千円、全体会計が115万円、連結会計が139万5千円となりました。


(3) 純資産変動計算書
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純資産変動計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、税収等では、一般会計等が2,929百万円、全体会計が3,361百万円、連結会計が3,922百万円となりました。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、国民健康保険特別会計で国民健康保険料等196百万円）、介護保険特別会計で介護保険料等（367百万円）が計上されているためです。
全体会計（単純合計）より全体会計は少なくなりますが、それは一般会計からの繰入金を相殺して全体会計を表示しているためです。
また、連結会計が全体会計と比べて大きくなっているのは、一部事務組合・広域連合を連結したためです。
本年度末純資産残高では、一般会計等が7,384百万円、全体会計が8,096百万円、連結会計が10,026百万円となりました。


(4) 資金収支計算書
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資金収支計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、本年度資金収支額では、一般会計等が△81百万円、全体会計が△95百万円、連結会計が△70百万円となり、本年度末現金預金残高では、一般会計等が179百万円、全体会計が309百万円、連結会計が375百万円となりました。

(1) 財務書類を用いた分析４．財務書類の活用

財務書類を用いた活用方法として、財政指標の分析があります。世代間公平性や持続可能性等といった様々な視点により、財務書類を分析し、問題点を明らかにします。また、これらは経年比較や他団体比較をすることでより的確な財務分析が可能となります。
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(2) 固定資産台帳を用いた分析
固定資産台帳を用いた活用方法として、有形固定資産減価償却率の算出があります。有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち、償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合、すなわち資産の経年の程度を示す指標であり、資産の老朽化を表すものです。
1 台帳区分別
[image: ]

事業用資産では建物が60.9％、工作物が60.8％となっており、償却期間の約6割を経過していることがわかります。船舶は大函丸で、償却期間を経過したため100％となっております。
一方、インフラ資産で金額の大きい道路は老朽化が進んでおり、98.7％となっております。道路の場合は補修工事を繰り返して行っているため、供用開始から耐用年数を過ぎていても使えないような状態になっているわけではありません。あくまでも供用開始から償却期間をどの程度進んでいるかの目安です。
二番目に金額が大きい漁港・港湾は毎年整備をしており、比較的新しい設備投資が多いため34.3％となっております。
また、物品については耐用年数が短いものが多く、それを過ぎても使用できるため、全体として87.9％となっております。



2 施設類型別の有形固定資産減価償却率
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3 施設別（事業用資産建物のみ）
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＋

＝
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本年度変動額
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一般会計等貸借対照表 (令和7年3月31日現在　単位:百万円)

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 11,825 固定負債 4,822

有形固定資産 8,931 地方債 3,585

無形固定資産 53 退職手当引当金 456

投資その他の資産 2,841 その他 781

流動資産 832 流動負債 451

現金預金 179 1年内償還予定地方債 289

基金 612 賞与等引当金 40

未収金等 40 その他 122

負債合計 5,273

純資産合計 7,384

資産合計 12,656 負債・純資産合計 12,656
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有形固定資産の科目別内訳

(単位:百万円)

勘定科目 金額

事業用資産 7,384

土地 603

建物、工作物等 6,781

インフラ資産 1,481

土地 1

建物、工作物等 1,480

物品 66

合計 8,931
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事業用資産

土地

603

6.8%

事業用資産

建物,工作物等

6,781

75.9%

インフラ資産

土地

1

0.0%

インフラ資産

建物,工作物等

1,480

16.6%

物品

66

0.7%

総額

8,931
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一般会計等貸借対照表の経年比較 (単位:百万円)

令和6年度 令和5年度 増減

固定資産 11,825 12,109 △ 284

有形固定資産 8,931 9,194 △ 262

無形固定資産 53 74 △ 22

投資その他の資産 2,841 2,841 0

流動資産 832 710 122

現金預金 179 261 △ 81

基金 612 408 204

未収金等 40 41 △ 1

資産合計 12,656 12,819 △ 162

固定負債 4,822 4,967 △ 145

地方債 3,585 3,662 △ 77

退職手当引当金 456 413 43

その他 781 892 △ 112

流動負債 451 628 △ 177

1年内償還予定地方債 289 468 △ 179

賞与等引当金 40 38 2

その他 122 122 0

負債合計 5,273 5,595 △ 322

純資産合計 7,384 7,224 160

負債・純資産合計 12,656 12,819 △ 162
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有形固定資産の経年比較

(単位:百万円)

増減の内訳

令和6年度 令和5年度 増減 新規取得等 減価償却 その他

有形固定資産 8,931  9,194  △ 262  226  △ 479  △ 9 

事業用資産 7,384  7,547  △ 163  204  △ 361  △ 6 

土地 603  601  2  4  - △ 1 

立木竹 - - - - - -

建物 6,407  6,543  △ 136  196  △ 332  0 

工作物 358  386  △ 29  - △ 29  -

船舶 0  0  - - - -

浮標等 - - - - - -

航空機 - - - - - -

その他 - - - - - -

建設仮勘定 16  16  0  4  - △ 5 

インフラ資産 1,481  1,575  △ 94  0  △ 94  -

土地 1  1  0  0  - 0 

建物 - - - - - -

工作物 1,480  1,575  △ 94  - △ 94  0 

その他 - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - -

物品 66  72  △ 6  22  △ 24  △ 3 


image10.emf
住民一人あたりの一般会計等貸借対照表 (令和7年3月31日現在　単位:千円)

固定資産 2,544 固定負債 1,037

有形固定資産 1,921 地方債 771

無形固定資産 11 退職手当引当金 98

投資その他の資産 611 その他 168

流動資産 179 流動負債 97

現金預金 39 1年内償還予定地方債 62

基金 132 賞与等引当金 9

未収金等 9 その他 26

負債合計 1,134

純資産合計 1,588

資産合計 2,722 負債・純資産合計 2,722
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一般会計等行政コスト計算書

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

経常費用 4,268 100.0%

業務費用 2,488 58.3%

人件費 647 15.2%

物件費等 1,776 41.6%

その他の業務費用 65 1.5%

移転費用 1,779 41.7%

補助金等 1,281 30.0%

社会保障給付 312 7.3%

他会計への繰出金 184 4.3%

その他 2 0.0%

経常収益 277 100.0%

使用料及び手数料 31 11.2%

その他 246 88.8%

純経常行政コスト 3,991

臨時損失 3

臨時利益 11

純行政コスト 3,982
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一般会計等行政コスト計算書の経年比較

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

令和6年度

A

令和5年度

B

増減

A-B

令和6年度

A

令和5年度

B

増減

A-B

使用料及び手数料 31 30 1

その他 246 383 △ 137

職員給与費 508 480 28

賞与等引当金繰入額 40 38 2

退職手当引当金繰入額 43 1 42

その他 56 62 △ 5

物件費 1,080 867 213 災害復旧事業費 - - -

維持補修費 195 165 30 資産除売却損 3 8 △ 5

減価償却費 501 740 △ 239 投資損失引当金繰入額 - - -

その他 - - - 損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 - - -

支払利息 29 21 8

徴収不能引当金繰入額 4 4 0

その他 33 22 10

資産売却益 11 12 0

その他 - - -

補助金等 1,281 2,488 △ 1,207

社会保障給付 312 285 28

他会計への繰出金 184 336 △ 151

その他 2 3 △ 1

5,095 △ 1,113

(C) + (D) - (E)

勘 定 科 目

3 8 △ 5

臨 時 利 益 合 計 (E) 11 12 0

人 件 費

物 件 費 等

そ の 他 の 業 務 費 用

経 常 費 用 合 計

純 行 政 コ ス ト

3,982

業 務 費 用

47 18 65

臨 時 損 失 合 計 (D)

移 転 費 用

4,268 5,511 △ 1,243 (A)

1,779 3,111 △ 1,331

勘 定 科 目

純 経 常 行 政 コ ス ト

66

1,776 1,772 4

647 581

(C) ＝ (A) - (B)

経 常 収 益 合 計 (B)

2,488 2,400 88

△ 1,108

277 413 △ 135

3,991 5,098
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住民一人あたりの一般会計等行政コスト計算書

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：千円)

経常費用 918

業務費用 535

人件費 139

物件費等 382

その他の業務費用 14

移転費用 383

補助金等 275

社会保障給付 67

他会計への繰出金 40

その他 0

経常収益 60

使用料及び手数料 7

その他 53

純経常行政コスト 858

臨時損失 1

臨時利益 2

純行政コスト 857
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一般会計等純資産変動計算書

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

前年度末純資産残高 7,224

純行政コスト（△） △ 3,982

財源 4,105

税収等 2,929

国県等補助金 1,175

本年度差額 123

固定資産等の変動（内部変動） -

資産評価差額 -

無償所管換等 37

その他 -

本年度純資産変動額 160

本年度末純資産残高 7,384
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固定資産等の変動(内部変動)の内訳

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

固定資産等形成分 余剰分(不足分)

固定資産等の変動(内部変動) △ 117 117

有形固定資産等の増加 183 △ 183

有形固定資産等の減少 △ 504 504

貸付金・基金等の増加 755 △ 755

貸付金・基金等の減少 △ 551 551


image17.emf
一般会計等資金収支計算書 (自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

業務支出 3,718 財務活動支出 591

業務費用支出 1,938 地方債償還支出 468

移転費用支出 1,779 その他の支出 123

業務収入 4,330 財務活動収入 212

税収等収入 2,927 地方債発行収入 212

国県等補助金収入 1,126 その他の収入 -

使用料及び手数料収入 31 財務活動収支 △ 379

その他の収入 245 本年度資金収支額 △ 81

臨時支出 - 前年度末資金残高 261

臨時収入 - 本年度末資金残高 179

業務活動収支 612

投資活動支出 926 前年度末歳計外現金残高 -

公共施設等整備費支出 171 本年度歳計外現金増減額 -

基金積立金支出 739 本年度末歳計外現金残高 -

その他の投資活動支出 16 本年度末現金預金残高 179

投資活動収入 612

国県等補助金収入 49

基金取崩収入 505

その他の投資活動収入 57

投資活動収支 △ 315


image18.emf
一般会計等、全体、連結貸借対照表 (令和7年3月31日現在　単位:百万円)

一般会計等 全体 連結

【資産の部】

固定資産 11,825 16,252 18,971

有形固定資産 8,931 13,357 16,047

無形固定資産 53 53 53

投資その他の資産 2,841 2,842 2,870

流動資産 832 1,143 1,909

現金預金 179 309 375

基金 612 764 796

未収金等 40 69 738

繰延資産 - 46 46

資産合計 12,656 17,441 20,926

【負債の部】

固定負債 4,822 8,753 10,114

地方債等 3,585 5,371 6,248

退職手当引当金 456 456 618

その他 781 2,926 3,248

流動負債 451 592 786

1年内償還予定地方債等 289 422 490

賞与等引当金 40 42 98

その他 122 128 198

負債合計 5,273 9,345 10,900

純資産合計 7,384 8,096 10,026

負債・純資産合計 12,656 17,441 20,926
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住民一人あたりの一般会計等、全体、連結貸借対照表

(令和7年3月31日現在　単位:千円)

一般会計等 全体 連結

固定資産 2,544 3,496 4,081

有形固定資産 1,921 2,873 3,452

無形固定資産 11 11 11

投資その他の資産 611 611 617

流動資産 179 246 411

現金預金 39 66 81

基金 132 164 171

未収金等 9 15 159

繰延資産 - 10 10

資産合計 2,722 3,752 4,501

固定負債 1,037 1,883 2,176

地方債 771 1,155 1,344

退職手当引当金 98 98 133

その他 168 629 699

流動負債 97 127 169

1年内償還予定地方債 62 91 105

賞与等引当金 9 9 21

その他 26 28 43

負債合計 1,134 2,010 2,345

純資産合計 1,588 1,741 2,157

負債・純資産合計 2,722 3,752 4,501
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一般会計等、全体、連結行政コスト計算書 (自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 構成比 全体 構成比 連結 構成比

経常費用 4,268 100.0% 5,787 100.0% 7,866 100.0%

業務費用 2,488 58.3% 2,932 50.7% 4,635 58.9%

人件費 647 15.2% 674 11.6% 1,591 20.2%

物件費等 1,776 41.6% 2,124 36.7% 2,840 36.1%

その他の業務費用 65 1.5% 134 2.3% 204 2.6%

移転費用 1,779 41.7% 2,855 49.3% 3,231 41.1%

補助金等 1,281 30.0% 2,501 43.2% 1,909 24.3%

社会保障給付 312 7.3% 312 5.4% 1,320 16.8%

他会計への繰出金 184 4.3% - - - -

その他 2 0.0% 42 0.7% 2 0.0%

経常収益 277 100.0% 431 100.0% 1,375 100.0%

使用料及び手数料 31 11.2% 159 36.9% 860 62.5%

その他 246 88.8% 272 63.1% 515 37.5%

純経常行政コスト 3,991 5,356 6,491

臨時損失 3 3 6

臨時利益 11 11 12

純行政コスト 3,982 5,348 6,486


image21.emf
住民一人あたりの一般会計等、全体、連結行政コスト計算書

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：千円)

一般会計等 全体 連結

経常費用 918 1,245 1,692

業務費用 535 631 997

人件費 139 145 342

物件費等 382 457 611

その他の業務費用 14 29 44

移転費用 383 614 695

補助金等 275 538 411

社会保障給付 67 67 284

他会計への繰出金 40 - -

その他 0 9 1

経常収益 60 93 296

使用料及び手数料 7 34 185

その他 53 58 111

純経常行政コスト 858 1,152 1,396

臨時損失 1 1 1

臨時利益 2 2 3

純行政コスト 857 1,150 1,395
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一般会計等、全体、連結純資産変動計算書

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 7,224 8,221 11,692

純行政コスト（△） △ 3,982 △ 5,348 △ 6,486

財源 4,105 5,354 6,385

税収等 2,929 3,361 3,922

国県等補助金 1,175 1,993 2,463

本年度差額 123 6 △ 101

固定資産等の変動（内部変動） - - -

資産評価差額 - - -

無償所管換等 37 37 37

他団体出資等分の増加 - - -

他団体出資等分の減少 - - -

比例連結割合変更に伴う差額 - - △ 1,434

その他 - △ 168 △ 168

本年度純資産変動額 160 △ 125 △ 1,666

本年度末純資産残高 7,384 8,096 10,026
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一般会計等、全体、連結資金収支計算書

(自令和6年4月1日　至令和7年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

業務支出 3,718 5,018 6,908

業務費用支出 1,938 2,163 2,668

移転費用支出 1,779 2,855 4,240

業務収入 4,330 5,631 7,579

税収等収入 2,927 3,323 3,881

国県等補助金収入 1,126 1,892 2,373

使用料及び手数料収入 31 151 851

その他の収入 245 266 473

臨時支出 - 1 1

臨時収入 - - 0

業務活動収支 612 613 671

投資活動支出 926 1,307 1,459

公共施設等整備費支出 171 489 623

基金積立金支出 739 802 821

その他の投資活動支出 16 16 16

投資活動収入 612 883 990

国県等補助金収入 49 181 182

基金取崩収入 505 644 750

その他の投資活動収入 57 58 58

投資活動収支 △ 315 △ 424 △ 470

財務活動支出 591 727 762

地方債償還支出 468 604 639

その他の支出 123 123 123

財務活動収入 212 443 491

地方債発行収入 212 389 436

その他の収入 - 55 55

財務活動収支 △ 379 △ 283 △ 271

本年度資金収支額 △ 81 △ 95 △ 70

前年度末資金残高 261 404 464

比例連結割合変更に伴う差額 - -

△ 19

本年度末資金残高 179 309 375

前年度末歳計外現金残高 - - 0

本年度歳計外現金増減額 - - 0

本年度末歳計外現金残高

- - 0

本年度末現金預金残高 179 309 375


image24.emf
住民一人当たり資産額 当町

歳入額対資産比率

有形固定資産減価償却率

純資産比率

社会資本等形成の世代間負担比率

住民一人当たり負債額

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

計算式：（地方債+1年内償還予定地方債）÷有形・無形固定資産

※地方債残高から以下の特例地方債を控除したもの

  イ臨時財政特例債　ロ減税補てん債　ハ臨時税収補てん債

町村類型

Ⅰ-0　※1

8,760千円

4.3年

75.4%

21.8%

資産形成度

74.1%

1,865千円

343千円

計算式：純資産合計÷資産合計

を表したものです。

  ニ臨時財政対策債　ホ減収補てん債特例分

世代間公平性

65.1%

2.3年

58.3%

行していることを意味します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※物品を除く

これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相

計算式：資産合計÷（収入総額+前年度末資金残高）

純資産合計を資産合計で除したものです。

持続可能性（健全性）

2,722千円

資産額を住民基本台帳人口で除したものです。

計算式：資産合計÷人口

31.7%

1,134千円

560,260千円

当するかを表したものです。

が経過しているかを表したものです。比率が高いほど、老朽化が

有形固定資産の償却資産のうち、耐用年数に対し、どの程度期

社会資本等について、将来の償還等が必要な負債による形成割

計算式：減価償却累計額÷有形固定資産取得価額（償却資産）

負債額を住民基本台帳人口で除したものです。

計算式：負債合計÷人口

た歳入のバランスを表しています。

　　　　　　　投資活動収支（基金積立支出及び基金取崩収入を除

地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除

計算式：業務活動収支（支払利息支出を除く）+


image25.emf
住民一人当たり行政コスト

受益者負担の割合

町村類型

Ⅰ-0　※1

当町



5.3%

※1　総務省公表データより、令和5年度の全国1,693団体を集計した結果から、町村類型のⅠ-0の148団体の

平均値を示したものです。

1,574千円

6.5%

効率性

計算式：純行政コスト÷人口

行政サービスに対する使用料・手数料等の受益者負担の割合を

表したものです。

計算式：経常収益÷経常費用

857千円

行政コストを住民基本台帳人口で除したものです。

自律性
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分析指標の経年比較

資産形成度 R4 R5 R6

住民一人当たり資産額

2,655千円 2,687千円 2,722千円

歳入額対資産比率

1.8年 1.8年 2.3年

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

73.6% 73.3% 74.1%

世代間公平性

純資産比率

61.4% 56.4% 58.3%

社会資本等形成の世代間負担比率

22.3% 32.2% 31.7%

持続可能性（健全性）

住民一人当たり負債額

1,025千円 1,173千円 1,134千円

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

△ 675,025千円 △ 602,371千円 560,260千円

効率性

住民一人当たり行政コスト

886千円 1,068千円 857千円

自律性

受益者負担の割合

2.5% 7.5% 6.5%
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台帳区分別の有形固定資産減価償却率

単位：千円

取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

建物 15,283,715 9,303,595 60.9%

建物付属設備 458,668 31,843 6.9%

工作物 912,609 555,044 60.8%

船舶 2,608,847 2,608,847 100.0%

橋梁（公共工作物） 845,728 600,771 71.0%

道路（公共工作物） 10,055,275 9,919,755 98.7%

漁港・港湾（公共工作物） 1,458,689 500,649 34.3%

公園（公共工作物） 42,343 13,094 30.9%

防火水槽（公共工作物） 7,892 1,878 23.8%

その他（公共工作物） 134,323 27,653 20.6%

31,808,089 23,563,129 74.1%

545,700 479,715 87.9%

32,353,789 24,042,844 74.3%

台帳区分

物品

イ

ン

フ

ラ

資

産

事

業

用

資

産

償却資産全体

合計
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施設類型別の有形固定資産減価償却率

単位：千円

施設類型・施設名称 取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

道路 10,055,275 9,919,755 98.7%

学校施設 5,281,621 3,206,659 60.7%

大間小学校 1,986,861 969,224 48.8%

大間中学校 1,470,294 1,006,749 68.5%

奥戸中学校 801,862 607,422 75.8%

奥戸小学校 779,952 413,933 53.1%

教職員住宅 242,653 209,331 86.3%

港湾・漁港 1,920,587 870,604 45.3%

漁港 1,911,389 862,593 45.1%

大間港湾公衆トイレ 9,198 8,011 87.1%

水産施設 1,560,906 1,095,373 70.2%

北通り種苗育成センター 1,266,210 886,308 70.0%

その他水産施設 246,856 161,225 65.3%

漁業活性化センター 47,840 47,840 100.0%

公営住宅 1,735,637 816,012 47.0%

町営住宅 1,735,637 816,012 47.0%

農林畜産施設 990,706 902,360 91.1%

その他農林畜産施設 695,023 656,049 94.4%

繁殖育成センター 295,684 246,311 83.3%

福祉施設 1,862,153 529,825 28.5%

特別養護老人ホーム 917,590 520,108 56.7%

橋りょう・トンネル 845,728 600,771 71.0%

観光施設 993,086 805,615 81.1%

温泉施設 993,086 805,615 81.1%

認定こども園・幼稚園・保育所 569,355 469,412 82.4%

保育園 414,182 315,399 76.1%

幼稚園 155,174 154,013 99.3%

公民館 245,700 134,152 54.6%

一般廃棄物処理施設 399,743 318,195 79.6%

クリーンセンター 399,743 318,195 79.6%

保健衛生施設 349,020 273,283 78.3%

斎場 349,020 273,283 78.3%

体育館・プール 229,511 228,858 99.7%

町立体育館 229,511 228,858 99.7%

庁舎 1,533,116 317,738 20.7%

役場庁舎 1,533,116 317,738 20.7%

公園施設 116,633 85,287 73.1%

消防施設 97,791 82,189 84.0%


image29.emf
施設別の有形固定資産減価償却率

単位：千円

事業用建物施設名 取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

ストックヤード（クリーンセンター） 17,388 3,756 21.6%

一般廃棄物最終処分場（クリーンセンター） 305,130 238,917 78.3%

撹拌ブロア（クリーンセンター） 902 181 20.1%

車庫（クリーンセンター） 25,095 25,095 100.0%

車庫及び休憩室（クリーンセンター） 7,452 7,452 100.0%

車庫及び休憩室（職員室）（クリーンセンター） 3,696 3,696 100.0%

収集車車庫（クリーンセンター） 22,848 21,866 95.7%

ボイラー室（その他施設） 2,422 2,422 100.0%

医師住宅（その他施設） 23,870 23,870 100.0%

奥戸ゆうゆう館（その他施設） 23,035 9,537 41.4%

下手浜児童公園公衆トイレ（その他施設） 6,720 1,693 25.2%

勤労青少年ホーム（その他施設） 239,360 239,360 100.0%

勤労青少年ホーム屋上防水改修（その他施設） 1,100 30 2.7%

勤労青少年ホーム水飲み場　自動水栓（その他施設） 451 60 13.3%

事務所兼資料室（その他施設） 47,400 20,856 44.0%

車庫（その他施設） 4,779 4,779 100.0%

大間共同墓地公衆トイレ（その他施設） 8,996 2,267 25.2%

地蔵堂（その他施設） 0 0 100.0%

手入力

漁具保管倉庫（その他水産施設） 14,742 14,742 100.0%

船保管庫（その他水産施設） 11,011 11,011 100.0%

キューピクル建屋（その他農林畜産施設） 5,760 5,760 100.0%

シクスライトクリーンハウス（その他農林畜産施設） 17,165 17,165 100.0%

シクスライトクリーンハウス管理棟（その他農林畜産施設） 7,524 7,524 100.0%

奥戸放牧場監視舎（その他農林畜産施設） 9,617 9,617 100.0%

監視舎（その他農林畜産施設） 9,780 9,780 100.0%

倉庫（その他農林畜産施設） 7,371 7,371 100.0%

大間町総合開発センター（その他農林畜産施設） 385,290 364,484 94.6%

大間町畜産物加工センター（その他農林畜産施設） 30,672 30,672 100.0%

大間町特産品加工保管施設（その他農林畜産施設） 49,818 49,320 99.0%

大間町牧場展望台（その他農林畜産施設） 11,220 11,220 100.0%

畜産資料展示館（その他農林畜産施設） 56,924 56,924 100.0%

畜産資料展示施設（その他農林畜産施設） 14,772 3,723 25.2%

畜産物保管庫（その他農林畜産施設） 3,549 3,549 100.0%

特産品加工施設（その他農林畜産施設） 22,950 20,655 90.0%

特産品加工保管施設冷蔵設備（その他農林畜産施設） 5,724 2,204 38.5%

農村婦人の家（その他農林畜産施設） 55,814 55,814 100.0%

エアコン（奥戸小学校） 15,697 0 0.0%

奥戸小学校(校舎・幼稚園）（奥戸小学校） 206,607 206,607 100.0%

奥戸小学校（体育館）（奥戸小学校） 159,418 159,418 100.0%

奥戸小学校図書室（奥戸小学校） 5,238 524 10.0%

奥戸小学校特別教室（奥戸小学校） 300,186 32,395 10.8%

空気清浄機能付き空調設備（奥戸小学校） 5,994 1,385 23.1%

水飲み場　自動水栓（奥戸小学校） 491 99 20.2%

倉庫（奥戸小学校） 1,729 1,729 100.0%

奥戸中学校（校舎・幼稚園）（奥戸中学校） 611,446 417,006 68.2%

奥戸中学校（体育館）（奥戸中学校） 185,859 185,859 100.0%
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施設別の有形固定資産減価償却率

単位：千円

事業用建物施設名 取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

奥戸中学校キュービクル保管倉庫（奥戸中学校） 1,554 1,554 100.0%

倉庫（奥戸中学校） 3,003 3,003 100.0%

海峡保養センター（温泉施設） 615,160 568,408 92.4%

海峡保養センター　サウナ室（温泉施設） 5,066 836 16.5%

海峡保養センター　ユニットハウス（温泉施設） 799 268 33.5%

海峡保養センター　浴室（温泉施設） 112,926 9,937 8.8%

海峡保養センター　浴室（機械設備）（温泉施設） 7,603 2,038 26.8%

海峡保養センター（保養所、宿泊所）（温泉施設） 112,136 112,136 100.0%

海峡保養センター喫煙所設置（温泉施設） 1,663 1,164 70.0%

海峡保養センター浴槽内温度表示計（温泉施設） 735 98 13.3%

手洗器　自動水栓（温泉施設） 1,198 241 20.1%

新館洗面所　自動水栓（温泉施設） 2,387 480 20.1%

大間温泉養老センター（温泉施設） 74,970 74,970 100.0%

養老センターボイラー（温泉施設） 2,915 391 13.4%

養老センター脱衣室エアコン（温泉施設） 798 246 30.8%

大間町漁業活性化センター（漁業活性化センター） 47,840 47,840 100.0%

教職員住宅（倉庫）（教職員住宅） 455 455 100.0%

教職員住宅10号（教職員住宅） 12,504 12,504 100.0%

教職員住宅13号（教職員住宅） 9,610 9,610 100.0%

教職員住宅14号（教職員住宅） 9,610 9,610 100.0%

教職員住宅15号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅16号（教職員住宅） 9,610 9,610 100.0%

教職員住宅17号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅18号（教職員住宅） 12,595 12,595 100.0%

教職員住宅19号（教職員住宅） 12,606 12,606 100.0%

教職員住宅1号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅20号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅21号（教職員住宅） 11,470 11,470 100.0%

教職員住宅22号（教職員住宅） 11,625 11,625 100.0%

教職員住宅2号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅3号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅4号（教職員住宅） 10,540 10,540 100.0%

教職員住宅5号（教職員住宅） 9,610 9,610 100.0%

教職員住宅6号（教職員住宅） 11,625 11,625 100.0%

教職員住宅7号（教職員住宅） 11,470 11,470 100.0%

教職員住宅9号（教職員住宅） 12,761 12,761 100.0%

大間高等学校全国募集用住宅1号（教職員住宅） 15,640 0 0.0%

大間高等学校全国募集用住宅2号（教職員住宅） 15,640 0 0.0%

多目的トイレ（公園） 5,673 5,673 100.0%

大間崎休憩所（あづま屋）（公園） 1,630 1,467 90.0%

大間崎休憩所（レストハウス）（公園） 27,840 26,949 96.8%

大間崎公衆トイレ（公園） 17,622 17,622 100.0%

大間崎炊事棟（公園） 16,037 16,037 100.0%

内山公園公衆トイレ（公園） 5,488 4,445 81.0%

大間町奥戸交流館（公民館） 245,700 134,152 54.6%

大間町斎場（斎場） 349,020 273,283 78.3%

一番坂倉庫（消防施設） 1,220 1,220 100.0%
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施設別の有形固定資産減価償却率

単位：千円

事業用建物施設名 取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

奥戸消防倉庫（消防施設） 13,054 13,054 100.0%

下手コミュニティ消防センター（消防施設） 8,784 8,784 100.0%

材木コミュニティ消防センター（消防施設） 8,662 8,662 100.0%

材木車庫（消防施設） 1,863 1,863 100.0%

小奥戸倉庫（消防施設） 1,952 1,952 100.0%

倉庫（消防施設） 1,456 1,456 100.0%

大間町コミュニティ消防センター（消防施設） 25,254 25,254 100.0%

第2分団車庫（消防施設） 3,660 3,660 100.0%

第4分団車庫（消防施設） 3,782 3,782 100.0%

第6分団車庫（消防施設） 3,538 3,538 100.0%

大間港湾公衆トイレ（大間港湾公衆トイレ） 9,198 8,011 87.1%

エアコン（大間小学校） 21,285 0 0.0%

空気清浄機能付き空調設備（大間小学校） 5,994 1,385 23.1%

水飲み場　自動水栓（大間小学校） 859 173 20.1%

大間小学校(校舎）（大間小学校） 1,395,036 753,319 54.0%

大間小学校（体育館）（大間小学校） 556,925 208,290 37.4%

大間小学校（備蓄倉庫）（大間小学校） 5,000 5,000 100.0%

エアコン（大間中学校） 25,685 0 0.0%

空気清浄機能付き空調設備（大間中学校） 5,994 1,385 23.1%

校舎内スロープ（大間中学校） 825 0 0.0%

水飲み場　自動水栓（大間中学校） 307 62 20.2%

大間中学校（大間中学校） 980,830 690,504 70.4%

大間中学校　トイレ（大間中学校） 35,314 9,464 26.8%

大間中学校　水飲み場自動水栓（大間中学校） 1,120 300 26.8%

大間中学校（体育館）（大間中学校） 386,400 297,528 77.0%

大間中学校グラウンド（トイレ）（大間中学校） 2,230 2,092 93.8%

大間中学校グラウンド（倉庫）（大間中学校） 1,916 1,797 93.8%

大間中学校玄関スロープ（大間中学校） 7,106 1,421 20.0%

大間中学校昇降装置増設（大間中学校） 7,187 482 6.7%

大間中学校多目的トイレ増設（大間中学校） 12,987 870 6.7%

大間町健康福祉センタースマイリー機械設備工事（大間町健康福祉センター） 77,305 0 0.0%

大間町健康福祉センタースマイリー電気設備工事（大間町健康福祉センター） 149,759 0 0.0%

大間町健康福祉センタースマイリー本体建築工事（大間町健康福祉センター） 620,924 0 0.0%

町営住宅　館ノ上団地1,2,3,4号（町営住宅） 20,460 20,460 100.0%

町営住宅　館ノ上団地11～14号（町営住宅） 20,460 20,460 100.0%

町営住宅　館ノ上団地15号（町営住宅） 10,230 10,230 100.0%

町営住宅　館ノ上団地16号（町営住宅） 10,230 10,230 100.0%

町営住宅　館ノ上団地5号（町営住宅） 5,115 5,115 100.0%

町営住宅　館ノ上団地6,7,10号（町営住宅） 15,345 15,345 100.0%

町営住宅　館ノ上団地8号（町営住宅） 5,515 5,515 100.0%

町営住宅　館ノ上団地9号（町営住宅） 5,515 5,515 100.0%

町営住宅　根田内団地10号（町営住宅） 5,115 5,115 100.0%

町営住宅　根田内団地11,12号（町営住宅） 10,230 10,230 100.0%

町営住宅　根田内団地14,15号（町営住宅） 10,230 10,230 100.0%

町営住宅　根田内団地6号（町営住宅） 5,115 5,115 100.0%

町営住宅　根田内団地8号（町営住宅） 5,115 5,115 100.0%

町営住宅　大間平第2団地・1号棟（町営住宅） 36,890 36,890 100.0%
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施設別の有形固定資産減価償却率

単位：千円

事業用建物施設名 取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

町営住宅　大間平第2団地・2号棟（町営住宅） 36,890 36,890 100.0%

町営住宅　大間平第2団地・3号棟（町営住宅） 38,440 38,440 100.0%

町営住宅　大間平第2団地・4号棟（町営住宅） 38,440 38,440 100.0%

町営住宅　大間平第2団地Ａ棟（町営住宅） 70,796 46,725 66.0%

町営住宅　大間平第2団地Ｂ棟（町営住宅） 106,195 70,089 66.0%

町営住宅　大間平団地Ａ棟（町営住宅） 176,190 112,409 63.8%

町営住宅　大間平団地B棟（町営住宅） 72,194 44,472 61.6%

町営住宅　大間平団地Ｃ棟（町営住宅） 108,290 66,707 61.6%

町営住宅　大間平団地Ｄ棟（町営住宅） 186,501 110,782 59.4%

町営住宅根田内団地１号棟（1.2号）＿機械設備（町営住宅） 3,498 0 0.0%

町営住宅根田内団地１号棟（1.2号）＿建築本体（町営住宅） 37,767 0 0.0%

町営住宅根田内団地１号棟（1.2号）＿電気設備（町営住宅） 6,003 0 0.0%

町営住宅根田内団地２号棟（3.4号）＿機械設備（町営住宅） 3,898 0 0.0%

町営住宅根田内団地２号棟（3.4号）＿建築本体（町営住宅） 42,607 0 0.0%

町営住宅根田内団地２号棟（3.4号）＿電気設備（町営住宅） 6,888 0 0.0%

町営住宅大間崎団地(1)（町営住宅） 41,976 9,655 23.0%

町営住宅大間崎団地(10)（町営住宅） 47,880 4,405 9.2%

町営住宅大間崎団地(11)（町営住宅） 47,880 4,405 9.2%

町営住宅大間崎団地(12)（町営住宅） 47,880 4,405 9.2%

町営住宅大間崎団地(13)（町営住宅） 48,889 2,249 4.6%

町営住宅大間崎団地(14)（町営住宅） 48,889 2,249 4.6%

町営住宅大間崎団地(2)（町営住宅） 41,976 9,655 23.0%

町営住宅大間崎団地(3)（町営住宅） 41,976 9,655 23.0%

町営住宅大間崎団地(4)（町営住宅） 41,325 7,604 18.4%

町営住宅大間崎団地(5)（町営住宅） 41,325 7,604 18.4%

町営住宅大間崎団地(6)（町営住宅） 41,325 7,604 18.4%

町営住宅大間崎団地(7)（町営住宅） 36,925 5,096 13.8%

町営住宅大間崎団地(8)（町営住宅） 49,780 4,580 9.2%

町営住宅大間崎団地(9)（町営住宅） 45,876 6,331 13.8%

体育館（町立体育館） 228,757 228,757 100.0%

町民体育館水飲み場　自動水栓（町立体育館） 754 101 13.4%

大間町老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 880,709 503,766 57.2%

大間町老人福祉施設（車庫）（特別養護老人ホーム） 9,315 9,315 100.0%

大間町老人福祉施設（倉庫）（特別養護老人ホーム） 3,850 3,850 100.0%

大間町老人福祉施設給湯設備（特別養護老人ホーム） 21,076 2,824 13.4%

大間町老人福祉施設地下タンク（特別養護老人ホーム） 2,640 354 13.4%

堆肥舎（繁殖育成センター） 89,250 55,424 62.1%

農具庫（繁殖育成センター） 16,380 16,216 99.0%

繁殖センター（繁殖育成センター） 99,968 99,968 100.0%

繁殖センター（乾草舎）（繁殖育成センター） 16,969 16,969 100.0%

繁殖センター（農具庫）（繁殖育成センター） 11,857 11,857 100.0%

繁殖センター（避難舎）（繁殖育成センター） 39,334 39,334 100.0%

うみの子保育園（保育園） 397,950 311,197 78.2%

空気清浄機能付き空調設備（保育園） 12,100 3,727 30.8%

水飲み場自動水栓化（保育園） 1,408 283 20.1%

水槽屋上手摺（東側）（北通り種苗育成センター） 442 133 30.1%

水槽屋上手摺（南側）（北通り種苗育成センター） 249 75 30.1%
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単位：千円

事業用建物施設名 取得価額

減価償却

累計額

有形固定資産

減価償却率

水槽屋上手摺（北側）（北通り種苗育成センター） 474 142 30.0%

北通り種苗育成センター（北通り種苗育成センター） 919,543 566,438 61.6%

北通り種苗育成センター倉庫（北通り種苗育成センター） 15,106 15,106 100.0%

北通り製氷施設（北通り種苗育成センター） 329,298 304,271 92.4%

大間町役場分室（役場庁舎） 34,848 34,848 100.0%

役場庁舎（役場庁舎） 1,496,772 282,890 18.9%

エアコン（幼稚園） 523 0 0.0%

水飲み場　自動水栓（幼稚園） 797 160 20.1%

大間町立幼稚園（幼稚園） 144,692 144,692 100.0%

大間町立幼稚園（倉庫）（幼稚園） 6,461 6,461 100.0%
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